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Fuji Seiko Co., Ltd. Terms and Conditions of Sale 

 

 

株式会社富士精工 

販売条件-完成品- 

2026年 6月策定 

 

第 1条（申込み及び承諾） 

1. 株式会社富士精工（（下「売売」 という。）が、XXX（（下「売主」 という。）に対して

行う製品及びサービス（下「売製品 という。）の販売については、当事者が書面で合

意する各注文固有の条件（価格、数量、仕様、納入スケジュール及び納入場所に関する

条件等）及び本書のみによって定まる。上記の各注文固有の条件及び本書を総称して、

下「売本契約 という。 

2. 主」が注文書を発行した場合又は製品を受領した場合は、主」が本書に定める条項及

び条件を承諾したものとみなす。 

3. 主」が注文書その他の方法により本契約に条件を追加し、又は異なる条件を提案した

場合、売」はこれを明示的に拒絶し、当該条件は本契約の一部を構成しないものとす

る。 

 

第 2条（価格） 

1. 見積書に記載された価格は、見積日から起算して 30日間有効とする。 

2. 適用法で禁止される場合を除き、製品の販売に関して課されるすべての売上税、物品

税、使用税その他これらに類する税金又は料金は、表示価格に加算され、主」の負担と

する。したがって、売」に支払われる手数料、価格、料金その他の金額には、いかなる

売上税、物品税、使用税、付加価値税その他適用される税金、関税、賦課金（米国の

Affordable Care Act（医療保険制度改革法）遵守に関連する税金または費用も含まれる

が、これに限られない。）は含まれておらず、これらの支払いは全て主」が単独で負担

するものとする。 

3. 売」は、下「の各号に例示するような、売」が合理的に管理不能な費用の増加が生じた

場合、価格を変更する権利を留保する。 

(a) 原材料費の上昇 

(b) 主」の要請による仕様又は製品受入基準の変更 

(c) 売」が第三者から購入し再販売する製品の価格上昇 

 

第 3条（支払） 

1. 主」は、売」による請求書発行日から 30日下内に、日本円で全額を支払う。日本国外

の国や地域からの支払いについては、各暦四半期の四半期平均 TTMレートを使用して
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日本円に換算した金額を支払う。なお、主」による売主代金の相殺は認めない。 

2. 主」による支払遅延が生じた場合、年 18%（（月 1.5%）または法定上限利率のいずれか

高い方の利息が課されるものとする。 

主」が支払期日に支払いを行わない場合、売」は、相殺その他の救済手段に加え、本契

約又は主」との間の他の契約の「での引渡しを停止し、又は本契約を解除することが

できる。 

3. 主」による支払遅延が生じた場合、主」は、売」による債権の回収に関連して発生する

弁護士費用を含むすべての費用を負担する。 

4. 売」は、主」の信用若しくは財務状況が悪化し、又は悪化のおそれがあると判断した場

合は、引渡し前に製品価格の全部又は一部の前払いを要求し、又は信用条件・支払条件

を変更することができる。 

5. 主」が引渡しの延期を要請した場合、売」は、製品が引渡可能となった時点で請求を行

い、合理的な日額保管料を請求することができる。 

6. 売」は、支払が完了するまで、製品、機器および工具に対して担保権を有するものとし、

主」は、売」が当該担保権の設定・保持のために必要な書類に署名するものとする。 

 

第 4条（出荷及び納入） 

1. 売」は、製品を期日までに納入するため合理的な努力を行うが、納入遅延により発生す

る費用又は損害について責任を負わない。 

2. 主」が出荷経路の指示を行わない場合、売」が出荷経路を決定する。 

3. 全ての製品販売に関する引渡しは、国内販売の場合は、インコタームズ 2020に基づき

売」の工場にて引渡し、国外販売の場合は、インコタームズ 2020に基づき輸出国の港

にて引き渡す。 

4. 全ての輸送費、保険費用及び滅失又は損害の危険は、主」が負担する。 

5. 売」は、注文数量の 10%下内の過不足納入を行う権利を留保し、主」はこれを受領す

ることに予め同意する。 

 

第 5条（受領拒絶） 

1. 主」は、納入後 10日下内に、製品が仕様に適合しないことを示す具体的な不適合内容

を詳細に記載した書面による受領拒絶通知を売」に提出しない限り、納入された全て

の製品について、取消不能な形で検収・受領したものとみなす。 

2. 売」は、前項の通知を受領した場合、主」が」張する不適合を確認するため、当該製品

を検査、試験及び分析することができる。主」は、売」による検査のため製品を保管し、

売」の要求に基づき、売」の指示に従って製品を返送しなければならない。 

3. 売」が不適合を確認した場合、売」は、その裁量により、かつ主」の唯一の救済として、

当該製品を修理若しくは交換し、又は購入代金相当額をクレジットとして付与し若し
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くは返金する。 

4. 売」が、製品は仕様に適合していると判断した場合、当該製品は主」に受領されたもの

とみなされる。主」は、検査、試験、分析及び返送に関して売」に生じた一切の費用を

負担しなければならない。 

 

第 6条（限定保証） 

1. 売」は主」に対し、下「を保証する。これらの保証は、製品納入日から 90日間継続す

る。 

(a) 製品は、製造上の欠陥又は材料の瑕疵がなく、売」の仕様書、作業指示書、または

主」が提示し売」が同意した仕様に実質的に適合すること 

(b) 売」は、納入された製品に関し、完全な所有権および瑕疵のない権原を主」に移転

し、製品には何らの担保権その他の負担が付されていないこと。 

2. 本契約に定める、又は本契約で言及される保証及びそれに関連する救済措置は、唯一の

ものとする。すなわち、売」は、書面又は口頭を問わず、いかなる明示又は黙示の保証

も行わないものとし、また取引経過や商慣習に基づく黙示の保証も一切存在しないも

のとする。適用法令に基づき認められる範囲において、売」は、商品適格性、特定目的

への適合性、又は権利侵害の不存在に関する黙示の保証その他一切の黙示の保証又は

条件を否認するものとする。 

3. 主」によって、製品の設計、情報、データ、仕様、手法及び技術が提供された場合、売

」はそれらについていかなる保証も行わず、当該設計等については主」が単独で責任

を負う。またこの場合、主」は売」に対し、下「を表明し、保証する。 

(a) 本契約に基づき売」に開示する情報、データ、仕様、手法および技術、ならびに売

」が本契約に基づき製品や関連するツールその他の成果物を開発、製造、販売または配

布することについて、購入者自身がそれらを所有しているか、または本契約において想

定される方法で使用する権利を有していることを確認するために、合理的かつ必要と

認められる範囲のデューデリジェンスを実施していること 

(b) 主」は、日本その他主」が販売を意図する法域において、製品および製品を含む商

品を開発、加工、組立および販売するために必要な権利およびライセンスを有し、かつ、

あらゆる規制上の要件（製造販売承認を含むがこれに限られない）を遵守しているこ

と。 

(c) 本契約に基づいて売」が行う製品の製造、主」が売」に開示した設計、情報、デー

タ、仕様、手法および技術（主」の知的財産を含むがこれに限られない）の使用は、い

かなる第三者の知的財産権も侵害しないこと。 

 

第 7条（責任限定） 

1. 主」による保証請求は、書面により売」に提出されるものとし、」張される不適合の詳
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細、本製品のシリアル番号／バッチ情報、および主」が当該請求を」張する具体的根拠

を記載した合理的な裏付資料を含まなければならない（各請求を売保証請求 という。）。

保証請求は、適用される保証期間内に、かつ、売」が随時通知する請求提出手続に従っ

て提出されなければならない（下「売請求手続 という。）。主」が保証期間内に書面に

よる請求通知を行わなかった場合、当該保証請求の権利は、無条件かつ完全に放棄され

たものとみなす。 

2. 有効な保証請求に関して、主」が得られる唯一かつ排他的な救済手段は、売」の裁量に

より、製品の交換または主」が当該製品に対して支払った代金の全額返金とする。な

お、これらの救済には、設置、撤去、分解または再設置の費用は含まれない。 

3. 主」は、売」に対し、利用可能な保証関連データ及び現地で返品された製品へのアクセ

スを提供するものとする。また、主」が実施する当該製品に関する原因究明に売」が参

加する機会を提供するものとする。 

4. 次の場合、売」は一切責任を負わないものとする。 

(a) 製品が主」又は第三者により改変された場合 

(b) 製品が主」の要請により売」によって改変された場合 

(c) 売」が提供していない仕様に基づき製造された場合 

(d) 製品が売」の認識しない方法又は条件「で使用または設置された場合 

(e) 製品が誤用、乱用、不適切な保管、設置又は保守の対象となった場合。 

5. 保証期間中に交換された製品は、交換品の出荷日から 30日間、保証が適用されるもの

とする。 

 

第 8条（主」による補償） 

1. 主」は、下「のいずれかに起因又は関連して生じる、あらゆる第三者による訴訟、請求、

申立て、責任、損失、損害、制裁金、罰金、費用及び経費（実際に発生した弁護士費用

を含む。）（総称して売請求 という。）について、売」並びにその関連会社、役員、従

業員及び代理人を補償し、防御し、かつ免責するものとする。いずれの場合も、過失の

有無を問わないものとする（ただし、(f) に明示的に定める場合を除く。）。 

(a) 主」による本製品の改変、誤用、不適切な設置、統合、取扱い、流通又は再販売 

(b) 主」が売」の指示、警告または仕様に従わなかったこと 

(c) 主」が義務付けた設計に従って製造された本製品 

(d) 主」が指定した第三者から提供され、又は調達された材料又は部品 

(e) 主」による本契約の違反 

(f) 主」の過失、重過失又は故意の不正行為 

2. 主」の補償義務は、本契約に定めるいかなる責任制限の対象にもならず、また、これに

より制限されないものとする。売」は、請求について合理的な書面通知を行い、かつ、

当該協力が売」の保有又は支配の範囲内にある限度で、商業上合理的な協力を行うも
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のとする。但し、通知を行わなかったことは、主」をその補償義務から免れさせるもの

ではない。 

3. 売」は、売」に対して」張された請求の防御及び和解を管理する単独かつ排他的な権

利を保持し、主」は、売」の事前の書面による同意なく、売」に義務を課す請求につい

て和解してはならない。 

 

第 9条（売」による補償） 

1. 売」は、第三者による請求が有体財産の損害、人身傷害または死亡を」張する場合に限

り、かつ、当該請求が売」の重過失又は故意の不正行為に起因する範囲に限り、主」を

補償し、防御し、かつ免責するものとする。主」は、かかる請求について、速やかに、

かつ詳細な書面による通知を行い、また、当該請求に関連して売」が要求する全ての情

報及び協力を提供するものとする。さらに、主」は、かかる請求の係属中に主」が認識

した、当該請求に直接又は間接に関連する事実、状況又は進展を、直ちに売」に開示す

るものとする。 

2. 主」が適時に通知を行わず、又は前項に定める要件を遵守しなかった場合、売」はその

補償義務を免れる。売」は、かかる請求の防御及び和解を管理する単独の権利を有し、

主」は、売」の事前の書面による同意なく、売」に義務を課す請求について和解しては

ならない。売」は、本契約に基づき主」が売」を補償する義務を負う事項から請求が生

じる範囲において、主」を補償する義務を負わない。 

 

第 10条（責任制限） 

1. 本契約にこれと異なる定めがある場合であっても、売」は、本契約又は本製品に起因又

は関連して生じる、いかなる種類の特別損害、付随的損害、間接損害、結果的損害、懲

罰的損害、制裁的損害又は加重損害についても、契約、不法行為、厳格責任、保証その

他いかなる法理に基づくかを問わず、責任を負わないものとする。売結果的損害 には、

使用不能損害、収益の喪失、利益の喪失、事業の喪失、信用の喪失、事業中断、ダウン

タイム、資本コスト又はカバー費用が含まれるが、これらに限られない。 

2. 売」の重過失又は故意の不正行為に起因する範囲での人身傷害又は死亡を除き、主」

は、法律上認められる最大限の範囲で、いかなる法理に基づくかを問わず、結果的損害、

付随的損害、懲罰的損害、制裁的損害又は間接損害について売」に対して行う一切の請

求を明示的に放棄する。 

3. 本契約に起因又は関連して生じる売」の累積責任総額の上限は、当該請求の原因とな

った本製品に係る特定の注文書に基づき、当該責任を発生させた事由の直近 12か月間

に、主」が売」に実際に支払った金額を超えないものとする。両当事者は、本契約に定

める排他的救済がその本質的目的を達成しないと判断された場合であっても、本責任

制限が引き続き完全に有効に存続することに明示的に合意する。 
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4. 主」が、売」に対し、特定の製造業者、材料、部品又は構成部品を使用し、または組み

込むことを要求した場合、当該品目に関する主」の唯一かつ排他的な保証は、当該第三

者製造業者が提供する保証（（もしあれば）に限られるものとする。売」は、当該主」指

定の製造業者、材料、部品又は構成部品に起因又は関連して生じるいかなる種類の責任

についても、適用される第三者保証の承継・提供を超えて責任を負わないものとする。

疑義を避けるために付言すると、本条のいかなる定めも、本契約に基づく主」の補償義

務又は支払義務を制限するものではなく、またこれらに適用されるものでもない。 

 

第 11条（リコール） 

1. 主」が、製品に関して、自」的に又は当局の命令に基づきリコール、現地での改修、市

場からの回収、在庫の回収その他これらに類する措置（総称して売リコール という。）

を実施する場合、売」および主」は遅滞なく協議するものとする。ただし、リコールの

処理に関する最終決定権は主」に帰属する。 

2. 主」は、製品に関連するリコールの可能性を認識した場合、または苦情により死亡また

は重大な健康被害が発生した旨申し立てられた場合は、24 時間下内に売」へ通知しな

ければならない。その他の場合でも、主」は合理的な範囲で遅延なく、遅くとも 2暦日

下内に苦情を売」に報告する。 

3. 売」は、リコール実施に際して主」が求める合理的な支援を提供し、次の事項を履行す

る。 

(a) リコールに関する性能評価、事故報告、技術調査その他の入手可能なデータを提供

すること 

(b) リコールの要否及び範囲に関して、主」、主」の顧客、又は行政機関との協議・調

査に売」が参加する合理的な機会を与えること 

(c) 指摘された欠陥又は不適合を是正するため、製品を含むシステムや構成部品の修正

または交換方法について、最も費用対効果の高い手段を売」と協議すること。 

4. 主」は、政府または規制当局への報告責任を単独で行うものとし、主」は、関連する報

告やその後の活動（是正措置を含むがこれに限られない）に協力する。 

5. 両当事者は、それぞれ情報交換および規制対応を担当する代表者を指定する。 

6. リコール発生時において、主」は、売」への事前通知及び売」の承認を得ることなく、

報道機関又は一般公衆に対してリコールを公表してはならない。 

7. リコールが、主」の製品、主」による製品の販売・流通・保管・取扱いにおける主」の

行為または不作為に起因する場合、リコールに係る費用及び責任は主」が負担する。 

8. 当事者は、法令で定められる期間、リコールの適切な実施に必要な製品販売記録を保持

するものとする。 

 

第 12条（特許侵害） 
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1. 売」は、自己単独の費用負担において、第三者が主」に対して行う請求・要求・訴訟の

うち、売」が設計・製造した製品の使用が日本の特許、著作権、営業秘密またはその他

の知的財産権を侵害すると」張するもの（下「売知的財産請求 という。）を防御また

は和解する。ただし、下「の条件を満たす場合に限る。 

(a) 侵害の」張が、主」が提供した仕様又は設計を売」が準拠したことから生じたもの

でないこと 

(b) 売」が迅速に当該知的財産請求の書面による通知を受領し、防御（・和解について単

独の管理権限を有すること 

(c) 主」が、防御に必要なすべての情報を売」に提供し、防御に協力し、かつ売」に対

して不利な立場を取らないこと。 

2. 売」は、下「の各号に掲げる事由に基づく知的財産請求については、本条に基づく一切

の責任を負わない。 

(a) 主」又は第三者による製品の改変又は主」の要請により売」が行った改変 

(b) 主」による、売」が製造又は調達していない他の製品との組合せ・接続による使用 

(c) 売」が提供していない設計又は仕様に基づいて製造された製品 

3. 上記下外の第三者による知的財産請求については、第 8 条に定める責任制限に従い、

売」の主」に対する唯一の義務は、①当該製品の使用に必要なライセンスの取得、②非

侵害製品との交換、又は③当該製品を非侵害製品となるよう修正することに限定され

る。売」が、これらの選択肢が合理的に実行不能であると判断した場合、売」は、納入

後 1 年下内の製品については購入価格相当額、それ下降の場合は帳簿価額の返金を行

う。 

4. 主」が設計・製造した製品、主」の設計を利用した製品又は本契約に基づき提供された

製品と組み合わせた製品について、第三者が売」に対して、特許権、著作権、営業秘密

その他の知的財産権を侵害する旨」張する請求、要求又は訴訟を提起した場合、主」

は、自己単独の費用で防御または和解を行うものとする。但し、下「の条件を満たす場

合に限る。 

(a) 当該侵害の」張が売」提供の設計又は仕様に起因しない 

(b) 主」が当該請求、要求又は訴訟について、迅速な書面による通知を受領し、防御・

和解に関する単独の管理権を有する 

(c) 売」が必要情報を提供し、防御に協力し、主」に不利な立場を取らないこと、 

を条件とする。 

5. 本条は、知的財産請求に関する売」の責任の全てを定めるものであり、主」に対する救

済の範囲を限定するものである。 

 

第 13条（知的財産権の帰属） 

1. 売」は、本契約に関連して、又は本契約に基づき、売」が提供又は開発したすべての製
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品、工具及び関連資料に関する知的財産権を有し、これを保持する。この知的財産権に

は、特許権、実用新案権、意匠権（出願中のものを含む）、商標権、著作権、技術的・

営業的・経済的ノウハウ、営業秘密、秘密情報、発明、データ、数式、材料構成、図面、

仕様書、試作品、製造工程、製品価格情報など、一般に公知でない一切の情報及び権利

（特許取得の可能性を問わない）が含まれる（下「総称して売専有情報 という。）。 

2. 売」が本契約に関連して作成した専有資料は、日本の著作権法上の売職務著作（works 

made for hire） とはみなされないものとする。 

3. 主」が当該専有資料に関して何らかの権利を有する場合も、主」はこれを取消不能的

に売」に譲渡し、全ての権利、権原及び利益（知的財産権を含む）を売」に帰属させる

ものとする。 

 

第 14条（工具） 

1. 主」が購入し、かつ全額支払済みの工具は主」の所有物とし、本契約終了後、合理的な

通知をもって売」の事業所から搬出できる。但し、売」の専有資料を含む工具を除く。 

2. 工具に売」の専有資料が含まれる場合、当該工具は売」の事業所から搬出できず、売」

の管理「に留め置かれるものとする。但し、売」の専有資料が当該工具から除去された

場合、または書面により別途合意された場合はこの限りでない。 

3. 主」が一部のみ支払済みの工具は、売」の所有とする。売」は、通常の摩耗・損耗を除

き、自己の費用負担により当該工具を良好な状態に保つものとする。但し、工具の耐用

年数の延長、価値又は生産能力の向上のために行う金銭的支出に関しては、主」がその

費用を負担する。 

 

第 15条（技術的助言） 

売」が署名した書面により別段の合意がなされ、かつ当該書面に明示されている場合を除

き、売」が製品の納入前後を問わず主」に提供する一切の技術的助言は、誠実な判断に基づ

き（売現状有姿（as is） で提供されるものであり、明示又は黙示を問わず、いかなる表明また

は保証も伴わないものとする。主」が、かかる技術的助言又は情報に依拠する場合、主」は

自己単独の責任においてこれを行うものとし、売」はかかる技術的助言若しくは情報の提

供又は主」によるそれらへの依拠に起因又は関連して生じるいかなる責任も負わない。 

 

第 16条（法令遵守） 

1. 当事者は、適用されるすべての国内法令および外国の法令（米国食品医薬品局（FDA）

の規則を含むがこれに限られない）を遵守する。 

2. 主」が製品を輸出、再輸出または輸入する場合、主」は、当該行為に適用される法令及

び規制を遵守し、該当する法域または国において必要となる輸出入の許認可の取得に

ついて、単独でその責任を負う。 
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第 17条（秘密保持） 

1. 当事者間で秘密保持契約または秘密情報不開示契約（下「売NDA ）が締結されている

場合、当該 NDAの条項は、当事者間の秘密保持義務に関し適用され、これを優先する。 

2. 本契約に関連して、主」は、売」の秘密情報（（発明、開発情報、ノウハウ、仕様書、事

業計画、試験結果、システム、財務情報、製品情報、業務方法、製造工程、顧客情報、

仕入先情報、データの集積物を含むがこれに限られない。下「売売」秘密情報 という）

にアクセスする場合がある。 

3. 主」は、売」秘密情報を本契約に基づき想定される目的の範囲でのみ使用し、第三者に

開示してはならない。 

4. 主」は、自己の秘密情報を保護する場合と同等下上の方法で、売」秘密情報の機密性を

保持する。 

5. 主」は、自らの従業員および必要最小限度の範囲で知る必要のある承認された「請業

者に限って、売」秘密情報を開示することができる。ただし、主」は、当該従業員及び

「請業者に対し、本条に定めるものと同等下上の厳格な書面による秘密保持義務を負

わせなければならない。 

6. 本契約終了時には、主」は売」秘密情報を返還し、自己または第三者の利益のために売

」秘密情報を使用してはならない。主」の秘密保持義務は、売」秘密情報が機密性を有

する限り、本契約終了後も存続する。 

7. 売」は、上記の主」の義務の違反を差止めるために必要な限度で、管轄権を有するいず

れの裁判所からも、緊急・仮・暫定・恒久的差止命令を含む差止救済を受ける権利を有

し、回復し難い損害が直ちに発生すること又は法律上の救済の不十分性を立証するこ

となく、これを求めることができる。 

 

第 18条（契約当事者） 

主」と売」は独立した契約当事者であり、本契約のいかなる定めも、いずれの当事者を他方

当事者の代理人または法定代理人とするものではない。いずれの当事者も、他方当事者に代

わって義務を引受け、または創設する権限を有しない。 

 

第 19条（売」による契約終了） 

1. 売」は、本契約の解除又は履行の停止に関して他に有する権利に加え、主」に対する書

面通知により、遅滞なく、本契約の全部または一部を解除し、又は本契約に基づく履行

を停止することができ、かつ主」に対して一切の責任を負わない。下「のいずれかに該

当するときは、売」は上記の権利を行使できる。 

(a)主」が下「のいずれかに該当する場合 

(i) 本契約のいずれかの条項を拒絶し、違反し、又は違反のおそれを示す場合 
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(ii) 本契約に従った製品の受領を拒み、または拒むおそれがある場合 

(iii) 期限内に支払を行わない場合 

(b)主」の支払不能、倒産又はそのおそれがある場合 

2. 売」による本契約の解除時には、下「の効力が生じる。 

(a) 売」は、主」に対する一切の未履行義務から解放される。 

(b) 主」は、売」がその時点までに請求した金額を直ちに支払う義務を負う。 

(c) 主」は、本契約に基づく製品専用の原材料、仕掛品及び完成品を直ちに購入し、か

つ売」に対して支払う義務を負う。 

(d) 主」は、製品に固有の、未回収・未償却の研究開発費、設備及び供給品の費用を売

」に補償する。 

(e) 主」は、本契約に関連して売」またはその「請業者が負担した準備作業その他の費

用及び解除により生じた損失・費用の全てを、直ちに売」に補償する。 

 

第 20条（主」による契約終了） 

売」が本契約上の重大な義務の履行に失敗した場合、または合意済みの納期より著しく遅

れて製品を納入した場合であって、当該不履行が売」によって治癒可能であるにもかかわ

らず、主」からの書面通知後 30営業日下内に売」が当該不履行を治癒するための商業的に

合理的な手段を講じないときは、主」は、その唯一かつ排他的な救済として、影響を受ける

製品又は発注書に関する限りで本契約を解除することができる。 

 

第 21条（不可抗力） 

いずれの当事者も、天変地異、内乱、テロ行為、軍事行動、戦争、暴動、火災、労働争議ま

たはストライキ、原材料または部品の入手不能、爆発、故障または事故、輸送の遅延、工場

の操業停止、政府の要請、法律（・規則・命令または行政措置への遵守、伝染病、パンデミッ

ク、予見不能な事情その他当該当事者の合理的な管理を超える事由（それぞれ売不可抗力自

由 という。）により、本契約上の義務の履行が遅延し、不可能、又は商業的に著しく困難

になった場合には、その責任を負わないものとする。売」の義務は、当該不可抗力事由の継

続期間中は免責され、納期は遅延期間について１日単位で延期される。 

 

第 22条（準拠法） 

本契約は、法の抵触に関する原則を適用することなく、日本法に準拠し、これに従って解釈

されるものとする。国際物品売主契約に関する国際連合条約（CISG）の適用は、明示的に

除外される。 

 

第 23条（紛争解決） 

売」と主」の間で本契約または製品に関連して生じる紛争や意見の相違（下「（売紛争 とい
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う。）が発生した場合、その紛争は東京地方裁判所にのみ提起されるものとし、各当事者は

その裁判所（および適切な控訴裁判所）の管轄に同意し、そこに設定された裁判地に対する

異議を放棄する。但し、東京地方裁判所に訴訟を提起する前に、各当事者の最高財務責任者

又はその指名代表者が誠意を持って速やかに協議を行い、紛争の解決に努める。 

 

第 24条（譲渡、権利放棄、完全合意および可分性） 

1. 主」は、売」の事前の書面による承諾なくして、本契約上のいかなる権利または義務も

譲渡または委任してはならない。 

2. 売」は、主」の支配権が変更された場合、主」に対して何らの責任を負うことなく、少

なくとも 60日前の書面通知により本契約を終了することができる。 

3. 売」は、主」の事前の書面承諾を要せず、いつでも自己の権利および義務を譲渡するこ

とができる。 

4. いずれの当事者も、本契約または法律上認められる権利・救済を特定の機会に行使しな

かったとしても、それにより、当該権利又は救済措置を後日放棄したものとはみなされ

ず、他の権利又は救済措置を放棄したものともみなされない。 

5. 本契約は、本件に関する当事者間の完全なる合意を構成し、本件に関して当事者間でこ

れまでになされた一切の口頭または書面による表示または合意に優先して適用される。 

本契約の変更は、当事者双方の権限ある代表者による書面署名によらなければ効力を

有しない。 

6. 本契約のいずれかの条項が無効または執行不能と判断された場合でも、他の条項の有

効性および執行可能性には影響を及ぼさないものとし、当該無効又は執行不能な条項

は、可能な範囲で裁判所により修正され、執行可能な内容として効力を有する。 

 

第 25条（2年間の制限） 

1. 主」は、当該請求の原因となる製品の引渡日から２年を経過した後は、詐欺又は虚偽表

示の請求を含め、本契約に起因又は関連する請求又は訴訟を、売」に対し、提起するこ

とはできない。 

2. 前項の制限は、未払いに関する訴訟、補償請求、主」による契約違反に基づく請求、又

は本契約に基づく主」の義務の履行強制に関する請求その他の売」による請求には適

用されない。 

 

第 26条（ドイツ・サプライチェーン法） 

1. 売」は、ドイツ・サプライチェーンにおける企業のデューディリジェンス義務法

（German Act on Corporate Due Diligence in Supply Chains） （下「売ドイツ・サプライチ

ェーン法 という。）に基づき、売」に直接適用される範囲、又はフロイデンベルグ・

グループ全体において関連するコンプライアンス措置および方針の一環として一般的
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に適用される範囲において、合理的に義務を遵守する。 

2. 主」は、適用されるすべての法令（ドイツ・サプライチェーン法を含むがこれに限られ

ない）を遵守するために必要な法定の措置（（リスク評価、組織体制の整備、記録及び報

告義務を含む）を自らの責任において独自に実施するものとする。売」がドイツ・サプ

ライチェーン法に基づき購入者に通知したその他の行動規範等についても、購入者は

これを遵守するものとする。 

3. 主」は、人権又は環境に対するリスクを防止・軽減し、または当該義務違反を是正させ

るための適切な措置を講ずる義務を負う。これには下「を含むが、これらに限定されな

い。 

(a)児童労働及び強制労働の禁止 

(b)雇用および賃金差別の禁止 

(c)水銀や有害廃棄物等の製造、取扱い、使用または輸出の禁止 

4. 主」は、自社のグローバル・サプライチェーンにおいて、人権および環境保護を確保す

るために十分なデューディリジェンス手続を構築し、又は構築済であることを確認す

る。主」は、ドイツ・サプライチェーン法又は主」が責任を負う第三者による関連違反

に起因して生じるいかなる請求についても、売」および売」が防御または補償義務を

負う第三者を防御し、かつ補償する責任を負うものとする。 

5. ドイツ・サプライチェーン法又は関連する要件の違反に関する請求は、製品、商品又は

サービスに関する保証違反とはみなされず、また主」は、そうした請求を理由として、

発注書又は契約に基づき売」に対する支払を留保、遅延または相殺することはできな

い。 

6. ドイツ・サプライチェーン法に関連する書類の提出要請又は監査の実施は、売」の事前

書面承認を条件とし、法的に要求される範囲に限定されるものとする。また、監査又は

情報提供においては、売」の機密情報、専有情報、営業上または商業上の秘密を除外で

きる。 

 


